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   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、加齢により心身の機能が低下した高齢者等が安心して暮らすことが

でき、並びに障害者及び障害児が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる社

会を実現するために介護・障害福祉従事者が重要な役割を担っているにもかかわらず、

その賃金が他の業種に属する事業に従事する者と比較して低い水準にある現状等に鑑み、

介護・障害福祉従事者の賃金の改善のための特別の措置を定めることにより、優れた人

材を確保し、もって高齢者等並びに障害者及び障害児に対する支援の水準の向上に資す

ることを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「介護・障害福祉事業者等」とは、次に掲げる者をいう。 

 一 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第四十一条第一項に規定する指定居宅サ

ービス事業者、同法第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者、

同法第四十八条第一項第一号に規定する指定介護老人福祉施設の開設者、同法第九十

四条第二項に規定する介護老人保健施設の開設者、同法第五十三条第一項に規定する

指定介護予防サービス事業者及び同法第五十四条の二第一項に規定する指定地域密着

型介護予防サービス事業者並びに同法第四十二条第一項第二号に規定する基準該当居

宅サービスを行う事業所の設置者及び同法第五十四条第一項第二号に規定する基準該

当介護予防サービスを行う事業所の設置者 

 二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第

百二十三号）第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービス事業者及び同項に規

定する指定障害者支援施設の設置者並びに同法第三十条第一項第二号イに規定する基

準該当事業所の設置者及び同号ロに規定する基準該当施設の設置者 

 三 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十一条の五の三第一項に規定す

る指定障害児通所支援事業者及び同法第二十四条の二第一項に規定する指定障害児入

所施設の設置者並びに同法第二十一条の五の四第一項第二号に規定する基準該当通所

支援を行う事業所の設置者 



 四 前三号に掲げる者のほか、これらの者に類する者として政令で定めるもの 

２ この法律において「介護・障害福祉従事者」とは、介護・障害福祉事業者等の従業者

であって専ら当該介護・障害福祉事業者等が行う介護保険法の保険給付に係る保健医療

サービス又は福祉サービス、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律第五条第一項に規定する障害福祉サービス、児童福祉法第六条の二第一項に規定す

る障害児通所支援又は同法第七条第二項に規定する障害児入所支援その他の保健医療サ

ービス又は福祉サービスのうち政令で定めるものに従事するものとして政令で定めるも

のをいう。 

   第二章 介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給 

 （介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給） 

第三条 都道府県知事は、介護・障害福祉従事者の賃金を改善するための措置を講ずる介

護・障害福祉事業者等に対し、その申請に基づき、当該措置に要する費用に充てるため

の助成金（以下「介護・障害福祉従事者処遇改善助成金」という。）を支給する。 

２ 介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給の要件、額、申請の方法その他介護・障

害福祉従事者処遇改善助成金の支給に関し必要な事項は、政令で定める。 

３ 前項の額は、加齢により心身の機能が低下した高齢者等が安心して暮らすことができ、

並びに障害者及び障害児が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる社会を実

現するために介護・障害福祉従事者が重要な役割を担っていること並びに介護・障害福

祉従事者が従事する業務が身体的及び精神的負担の大きいものであることを踏まえると

ともに、介護・障害福祉従事者が従事する業務の種類、介護・障害福祉事業者等におけ

る介護・障害福祉従事者の職責等に応じた処遇の体系、他の業種に属する事業に従事す

る者の平均的な賃金水準等を勘案して定められるものとする。 

 （介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支払に関する事務の委託等） 

第四条 都道府県知事は、介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支払に関する事務を国

民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）第四十五条第五項に規定する国民健康

保険団体連合会（以下この条において「連合会」という。）に委託することができる。 

２ 連合会は、国民健康保険法その他の法律の規定による業務のほか、前項の規定により

都道府県知事から委託を受けて行う介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支払に関す

る業務を行う。 

３ 介護保険法第百七十七条、第百七十八条及び第百九十八条の規定は、連合会が前項の

規定により行う業務について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

 （不正利得の徴収） 

第五条 偽りその他不正の手段により介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給を受け

た者があるときは、都道府県知事は、国税徴収の例により、その者から、その支給を受

けた介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の額に相当する金額の全部又は一部を徴収す



ることができる。 

２ 前項の規定による徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

 （交付金） 

第六条 国は、介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給に要する費用の全額に相当す

る金額を都道府県に交付する。 

２ 国は、毎年度、予算の範囲内で、介護・障害福祉従事者処遇改善助成金に関する事務

の執行に要する費用に相当する金額を都道府県に交付する。 

   第三章 雑則 

 （報告等） 

第七条 都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、介護・障害福祉事業者

等若しくは介護・障害福祉事業者等であった者若しくは当該介護・障害福祉事業者等の

従業者であった者（以下この項において「介護・障害福祉事業者等であった者等」とい

う。）に対し、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、介護・

障害福祉事業者等若しくは当該介護・障害福祉事業者等の従業者若しくは介護・障害福

祉事業者等であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該介護・障害福祉事業者等の事業所若しくは施設、事務所その他その業務に

関係のある場所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定による質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、かつ、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 （事務の区分） 

第八条 第三条第一項、第五条第一項及び前条第一項の規定により都道府県が処理するこ

ととされている事務は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一

号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 （厚生労働省令への委任） 

第九条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、厚生労働省

令で定める。 

   第四章 罰則 

第十条 第七条第一項の規定による報告若しくは物件の提出若しくは提示をせず、若しく

は虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による当該

職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、三十万円以下の罰金に処する。 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対しても、同項の刑を科する。 

   附 則 



 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

 （この法律の廃止） 

第二条 この法律は、介護保険制度並びに障害者及び障害児に対する支援に係る制度につ

いて見直しが行われ、介護・障害福祉従事者に関し、優れた人材の確保に支障がなくな

ったときは、廃止するものとする。 

 （地方自治法の一部改正） 

第三条 地方自治法の一部を次のように改正する。 

  別表第一に次のように加える。 

介護・障害福祉従事者の人材確保に関する

特別措置法（平成二十六年法律第▼▼▼

号） 

第三条第一項、第五条第一項及び第

七条第一項の規定により都道府県が

処理することとされている事務 

 （地方財政法の一部改正） 

第四条 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）の一部を次のように改正する。 

  第十条第十三号の次に次の一号を加える。 

  十三の二 介護・障害福祉従事者処遇改善助成金の支給に要する経費 

 （社会保険労務士法の一部改正） 

第五条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一第二十号の十四の次に次の一号を加える。 

  二十の十四の二 介護・障害福祉従事者の人材確保に関する特別措置法（平成二十六

年法律第▼▼▼号） 



     理 由 

 加齢により心身の機能が低下した高齢者等が安心して暮らすことができ、並びに障害者

及び障害児が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる社会を実現するために介

護・障害福祉従事者が重要な役割を担っているにもかかわらず、その賃金が他の業種に属

する事業に従事する者と比較して低い水準にある現状等に鑑み、介護・障害福祉従事者に

優れた人材を確保し、もって高齢者等並びに障害者及び障害児に対する支援の水準の向上

に資するため、介護・障害福祉従事者の賃金の改善のための特別の措置を定める必要があ

る。これが、この法律案を提出する理由である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、平年度約千四百七十億円の見込みである。 


